
参 考 法 令 

 

○ 税理士法（抄） 

 

（受験資格） 

第五条 次の各号のいずれかに該当する者は、税理士試験を受けることができる。 

一 （省略） 

二 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による大学若しくは高等専門学校を

卒業した者でこれらの学校において法律学又は経済学を修めたもの又は同法第九十一条第

二項の規定により同法による大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で

財務省令で定める学校において法律学又は経済学を修めたもの 

（以下省略） 

 

 

○ 税理士法施行規則（抄） 

 

（大学等と同等以上の学校） 

第二条の二 法第五条第一項第二号に規定する財務省令で定める学校は、学校教育法（昭

和二十二年法律第二十六号）の規定による大学、専修学校（同法第百三十二条に規定す

る専門課程に限る。）及び昭和二十八年文部省告示第五号（大学院及び大学の専攻科の

入学に関し大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者を文部科学大臣が

定める件）第五号から第九号までに規定する大学校とする。 

 

 

○ 学校教育法（抄） 

 

（専攻科を修了した者の大学への編入学） 

第五十八条の二 高等学校の専攻科の課程（修業年限が二年以上であることその他の文部

科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者（第九十条第一項に規定す

る者に限る。）は、文部科学大臣の定めるところにより、大学に編入学することができ

る。 

 

（修業年限） 

第八十七条 大学の修業年限は、四年とする。ただし、特別の専門事項を教授研究する学部及

び前条の夜間において授業を行う学部については、その修業年限は、四年を超えるものとす

ることができる。 

② 医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実

践的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程については、

前項本文の規定にかかわらず、その修業年限は、六年とする。 

 



 

（専攻科及び別科） 

第九十一条 大学には、専攻科及び別科を置くことができる。 

② 大学の専攻科は、大学を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等

以上の学力があると認められた者に対して、精深な程度において、特別の事項を教授し、そ

の研究を指導することを目的とし、その修業年限は、一年以上とする。 

③ 大学の別科は、前条第一項に規定する入学資格を有する者に対して、簡易な程度において、

特別の技能教育を施すことを目的とし、その修業年限は、一年以上とする。 

 

（大学院の入学資格） 

第百二条 大学院に入学することのできる者は、第八十三条の大学を卒業した者又は文部

科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者とする。

ただし、研究科の教育研究上必要がある場合においては、当該研究科に係る入学資格を、

修士の学位若しくは第百四条第一項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する者又

は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者と

することができる。 

② 前項本文の規定にかかわらず、大学院を置く大学は、文部科学大臣の定めるところに

より、第八十三条の大学に文部科学大臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者

として文部科学大臣が定める者を含む。）であつて、当該大学院を置く大学の定める単

位を優秀な成績で修得したと認めるもの（当該単位の修得の状況及びこれに準ずるもの

として文部科学大臣が定めるものに基づき、これと同等以上の能力及び資質を有すると

認めるものを含む。）を、当該大学院に入学させることができる。 

 

（学位） 

第百四条 大学（専門職大学及び第百八条第二項の大学（以下この条において「短期大学」

という。）を除く。以下この項及び第七項において同じ。）は、文部科学大臣の定める

ところにより、大学を卒業した者に対し、学士の学位を授与するものとする。 

② 専門職大学は、文部科学大臣の定めるところにより、専門職大学を卒業した者（第八

十七条の二第一項の規定によりその課程を前期課程及び後期課程に区分している専門職

大学にあつては、前期課程を修了した者を含む。）に対し、文部科学大臣の定める学位

を授与するものとする。 

③ 大学院を置く大学は、文部科学大臣の定めるところにより、大学院（専門職大学院を

除く。）の課程を修了した者に対し修士又は博士の学位を、専門職大学院の課程を修了

した者に対し文部科学大臣の定める学位を授与するものとする。 

④ 大学院を置く大学は、文部科学大臣の定めるところにより、前項の規定により博士の

学位を授与された者と同等以上の学力があると認める者に対し、博士の学位を授与する

ことができる。 

⑤ 短期大学（専門職短期大学を除く。以下この項において同じ。）は、文部科学大臣の

定めるところにより、短期大学を卒業した者に対し、短期大学士の学位を授与するもの

とする。 



⑥ 専門職短期大学は、文部科学大臣の定めるところにより、専門職短期大学を卒業した

者に対し、文部科学大臣の定める学位を授与するものとする。 

⑦ 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構は、文部科学大臣の定めるところにより、

次の各号に掲げる者に対し、当該各号に定める学位を授与するものとする。 

 一 短期大学（専門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専門学校を卒業した者（専

門職大学の前期課程にあつては、修了した者）又はこれに準ずる者で、大学における

一定の単位の修得又はこれに相当するものとして文部科学大臣の定める学習を行い、

大学を卒業した者と同等以上の学力を有すると認める者 学士 

 二 学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うもののうち当該教育を行うにつ

き他の法律に特別の規定があるものに置かれる課程で、大学又は大学院に相当する教

育を行うと認めるものを修了した者 学士、修士又は博士 

⑧ 学位に関する事項を定めるについては、文部科学大臣は、第九十四条の政令で定める

審議会等に諮問しなければならない。 

 

（短期大学） 

第百八条 大学は、第八十三条第一項に規定する目的に代えて、深く専門の学芸を教授研究し、

職業又は実際生活に必要な能力を育成することを主な目的とすることができる。 

② 前項に規定する目的をその目的とする大学は、第八十七条第一項の規定にかかわらず、そ

の修業年限を二年又は三年とする。 

③ 前項の大学は、短期大学と称する。 

（以下省略） 

 

（大学への編入学） 

第百三十二条 専修学校の専門課程（修業年限が二年以上であることその他の文部科学大

臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者（第九十条第一項に規定する者に

限る。）は、文部科学大臣の定めるところにより、大学に編入学することができる。 

 

 

○ 学校教育法施行規則（抄） 

 

（専攻科、大学院入学資格に関し大学卒業者と同等以上と認められる者） 

第百五十五条 学校教育法第九十一条第二項又は第百二条第一項本文の規定により、大学（短

期大学を除く。以下この項において同じ。）の専攻科又は大学院への入学に関し大学を卒業し

た者と同等以上の学力があると認められる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

ただし、第七号及び第八号については、大学院への入学に係るものに限る。 

 一 学校教育法第百四条第七項の規定により学士の学位を授与された者 

 二 外国において、学校教育における十六年（医学を履修する博士課程、歯学を履修す

る博士課程、薬学を履修する博士課程（当該課程に係る研究科の基礎となる学部の修

業年限が六年であるものに限る。以下同じ。）又は獣医学を履修する博士課程への入

学については、十八年）の課程を修了した者 



三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における十六年（医学を履修する博士課程、歯学を履修する博士

課程、薬学を履修する博士課程又は獣医学を履修する博士課程への入学については、

十八年）の課程を修了した者 

四 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における十

六年（医学を履修する博士課程、歯学を履修する博士課程、薬学を履修する博士課程

又は獣医学を履修する博士課程への入学については、十八年）の課程を修了したとさ

れるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けら

れた教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

四の二 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、

当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準

ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が三

年（医学を履修する博士課程、歯学を履修する博士課程、薬学を履修する博士課程又

は獣医学を履修する博士課程への入学については、五年）以上である課程を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であつて前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）

により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

五 専修学校の専門課程（修業年限が四年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

六 文部科学大臣の指定した者 

七 学校教育法第百二条第二項の規定により大学院に入学した者であつて、当該者をそ

の後に入学させる大学院において、大学院における教育を受けるにふさわしい学力が

あると認めたもの 

八 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、二十二歳（医学を履修する博士課程、歯学を履修する博士課程、

薬学を履修する博士課程又は獣医学を履修する博士課程への入学については、二十四

歳）に達したもの 

２ 学校教育法第九十一条第二項の規定により、短期大学の専攻科への入学に関し短期大

学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者は、次の各号のいずれかに該当

する者とする。 

一 高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。以下この号

において同じ。）の専攻科の課程を修了した者のうち学校教育法第五十八条の二（同

法第七十条第一項及び第八十二条において準用する場合を含む。）の規定により大学

に編入学することができるもの（修業年限を三年とする短期大学の専攻科への入学に

ついては、修業年限を三年以上とする高等学校の専攻科の課程を修了した者に限る。） 

二 専門職大学の前期課程を修了した者（修業年限を三年とする短期大学の専攻科への

入学については、修業年限を三年とする専門職大学の前期課程を修了した者に限る。） 

三 高等専門学校を卒業した者（修業年限を二年とする短期大学の専攻科への入学に限



る。） 

四 専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第百三十二条の規定により大学

に編入学することができるもの（修業年限を三年とする短期大学の専攻科への入学に

ついては、修業年限を三年以上とする専修学校の専門課程を修了した者に限る。） 

五 外国において、学校教育における十四年（修業年限を三年とする短期大学の専攻科

への入学については、十五年）の課程を修了した者 

六 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における十四年（修業年限を三年とする短期大学の専攻科への入

学については、十五年）の課程を修了した者 

七 我が国において、外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育におけ

る十四年（修業年限を三年とする短期大学の専攻科への入学については、十五年）の

課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了した者 

八 その他短期大学の専攻科において、短期大学を卒業した者と同等以上の学力がある

と認めた者 

 

 

○ 昭和 28 年文部省告示第５号（学校教育法施行規則第 155 条第１項第６号の規定

による大学院及び大学の専攻科の入学に関し大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認められる者）（抄） 

 

学校教育法施行規則（昭和 2 2 年文部省令第 1 1 号）第 1 5 5 条第 1項第 6号の規定により、

大学院及び大学の専攻科（医学を履修する博士課程及び専攻科、歯学を履修する博士課程及び

専攻科、薬学を履修する博士課程及び専攻科（当該課程に係る研究科及び当該専攻科の基礎と

なる学部の修業年限が 6 年である者に限る。）並びに獣医学を履修する博士課程及び専攻科を

除く。）の入学に関し、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者を、次のよ

うに指定する。 

一 旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を卒業した者 

二 旧高等師範学校規程（明治二十七年文部省令第十一号）による高等師範学校専攻科を 

卒業した者 

  三 旧師範教育令（昭和十八年勅令第百九号）による高等師範学校又は女子高等師範学校の

修業年限一年以上の研究科を修了した者 

  四 旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による中学校若しくは高等女学校を卒業し

た者又は旧専門学校入学者検定規程（大正十三年文部省令第二十二号）により、これと同

等以上の学力を有するものと検定された者を入学資格とする旧専門学校令（明治三十六年

勅令第六十一号）による専門学校（以下「専門学校」という。）で修業年限（予科の修業

年限を含む。以下同じ。）五年以上の専門学校を卒業した者又は修業年限四年以上の専門

学校を卒業し修業年限四年以上の専門学校に置かれる修業年限一年以上の研究科を修了し

た者 



  五 防衛省設置法（昭和二十九年法律第百六十四号）による防衛大学校又は防衛医科大学校

を卒業した者 

  六 独立行政法人水産大学校法（平成十一年法律第百九十一号）による水産大学校（旧農林

水産省設置法（昭和二十四年法律第百五十三号）、旧農林水産省組織令（昭和二十七年政

令第三百八十九号）及び独立行政法人国立公文書館等の設立に伴う関係政令の整備等に関

する政令（平成十二年政令第三百三十三号）による改正前の農林水産省組織令（平成十二

年政令第二百五十三号）による水産大学校を含む。）を卒業した者（旧水産庁設置法（昭

和二十三年法律第七十八号）による水産講習所を卒業した者を含む。） 

  七 国土交通省組織令（平成十二年政令第二百五十五号）による海上保安大学校（国家行政

組織法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（昭和五十八年

法律第七十八号）による改正前の海上保安庁法（昭和二十三年法律第二十八号及び旧運輸

省組織令（昭和五十九年政令第百七十五号）による海上保安大学校を含む。）を卒業した

者 

  八 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）による職業能力開発総合大学校の

長期課程を修了した者（旧職業訓練法（昭和三十三年法律第百三十三号）による中央職業

訓練所又は職業訓練大学校の長期指導員訓練課程を修了した者、職業訓練法の一部を改正

する法律（昭和六十年法律第五十六号）による改正前の職業訓練法（昭和四十四年法律第

六十四号）による職業訓練大学校の長期指導員訓練課程を修了した者、職業能力開発促進

法の一部を改正する法律（平成四年法律第六十七号）による改正前の職業能力開発促進法

による職業訓練大学校の長期課程を修了した者及び職業能力開発促進法及び雇用促進事業

団法の一部を改正する法律（平成九年法律第四十五号）による改正前の職業能力開発促進

法による職業能力開発大学校の長期課程を修了した者を含む。） 

  九 国土交通省組織令による気象大学校（旧運輸省設置法（昭和二十四年法律第百五十七号）

及び旧運輸省組織令による気象大学校を含む。）の大学部を卒業した者 

  十 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）による小学校、中学校、高等学校若

しくは幼稚園の教諭若しくは養護教諭の専修免許状又は一種免許状を有する者で二十二歳

に達した者 

  十一 旧国立養護教諭養成所設置法（昭和四十年法律第十六号）による国立養護教諭養成所

を卒業した者で、教育職員免許状による中学校教諭の専修免許状又は一種免許状を有する

もの 

  十二 旧国立工業教員養成所の設置等に関する臨時措置法（昭和三十六年法律第八十七号）

による国立工業教員養成所を卒業した者で、教育職員免許法による高等学校教諭免許状及

び三年以上教諭として良好な成績で勤務した旨の実務証明責任者の証明を有するもの 


